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○はじめに
　近年、わが国の子どもを取り巻く環境の変化が大きな社
会問題となっている。例えば、（1）社会環境の面からは、
①少子化、核家族化、共働き家族の増加といった家族形態
の変化、②学校以外での集団生活・社会生活の希薄化、具
体的には、地域における教育力の低下、対人間関係のルー
ル・自己規律・共同の精神、伝統文化等の学習機会の喪失、
③インターネット、携帯電話等の子どもたちへの普及、情
報の氾濫、有害な情報の氾濫、④外食産業の発達にともな
う食生活の外部化、食生活の安全（異物の混入、毒物の混入、
食中毒など）に対する問題、⑤感染症の脅威、具体的には、
麻疹の流行の危惧、新型感染症の脅威など、⑥交通手段の
発達に伴う歩行機会の減少など、（2）大人の意識、行動面
からは、①食生活の多様化に伴う、家庭の味の喪失、家族
団欒の機会の減少、②親の過保護・無関心の増加に伴う保
護者からの無謀な要求・要望、児童虐待や育児放棄、そし
てＤＶなど、③性や薬物に対するモラルの低下、④子ども
の体力低下への親の無関心、子どもが運動に消極的な姿勢
への無関心、⑤基本的な生活習慣や躾の出来ない親の増加
に伴う家庭教育力の低下などが指摘される。
　以上のようなわが国の子どもを取り巻く社会環境の中で
もとりわけ深刻な問題が所得格差による子どもへの影響で
ある。ここでは、このような社会的要因を踏まえて、子ど
もたちの問題点を考察することとした。
1．家族構成と家族形態
　わが国において、少子高齢化が言われて久しくなる。第
２次世界大戦直後の団塊の世代を経た後、わが国は出生
数が減少を続け、団塊世代の子の女性が出産期を迎えた、
1971（昭和46）年から1974（昭和49）年の第２次ベビーブー
ムでは人口増減率も1.48％前後と出生率が上昇した以降、
1973（昭和48）年をピークに再び少子化が始まり。次第に少
子高齢化社会が定着し、ついに2005（平成17）年には人口増
減率が−0.01と戦後初めての人口減少となった。その結果、
家族構成では、一世帯平均構成人員は2.30人（2014, 平成
26年）と過去最小を記録した（表1.）。
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　明治期以降のわが国の家族構成は、祖父母との同居の
３世代世帯が主流であったが、戦後家族、現代家族と時代
とともに家族構成の三世代同居型から核家族型へ、子ども
の数の減少と単独世帯の増加が見られることとなった（表
2.）。その結果、現代では一世帯当たりの構成員は2014（平
成26）年度で2.49人となっている。また、一方では、単独世
帯の増加が顕著である。
　これらの変化に伴い、児童のいる世帯に占める割合は
年々低下傾向にあり、さらに児童のいる世帯の平均児童数
も低下傾向に歯止めがかからない状況にある。
　一方、ひとり親と未婚の子のみの世帯が増加しており、
それは近年大きな社会問題となっている、ひとり親家庭、
とりわけ母子世帯においては子どもの貧困率を増加させる
要因ともなっている。今では、小学生のほぼ6人に1人が貧
困家庭ともいわれている。
　わが国においては、児童のいる世帯は全世帯に比べ１人
当たりの収入が少なく、生活が苦しいと感じている世帯が
多い。子育ての経済的支援の中心となるべき児童手当も、
その制度の創設が1972（昭和47）年と遅く、制度そのものも、
当初は第3子以降の児童を対象としていた時代が長く、その
趣旨も低中所得の多子世帯の支援が中心であり、一般の児
童を対象としたものではなかった。その手当て額も当初は
3,000円からスタートし、その後も長く原則5,000円に据え
置かれるという状況にあり、年金や児童扶養手当とは異な
り、物価スライドも行われず、実質的には価値はむしろ減
少するという状況にあった。その結果、総給付費の対 GDP
比でみると極端に低い状況にあった。
　児童手当制度の沿革は、1972（昭和47）年の制度発足時
は、第３子以降の対象（手当て額3,000円）から、1986（昭
和61）年には対象を第2子以降に拡大（第２子2,500円、第
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3.12 2.98 2.66 2.38 2.30
資料：公益財団法人国土地理協会「住民基本台帳人口要覧」より
表 1．わが国の 1世帯平均構成人員（人）
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３子5,000円）、1992（平成4）年には第１子まで拡大（第1・2
子は5,000円、第３子以降は10,000円）、2000（平成12）年には
義務教育就学前まで拡大、2001（平成13）年には所得制限を
緩和し、支給率を大幅に引き上げ（夫婦と児童２人の世帯の
年収を596.3万円未満、サラリーマン世帯は780.0万円未満ま
で拡大）、2004（平成16）年には小学校第３学年修了前まで拡
大、2006（平成18）年には小学校第６学年前までに拡大した。
また所得制限を緩和し、支給率を引き上げ夫婦と児童２人の
世帯で780万円未満、サラリーマン世帯は860万円未満とし
た。さらに2007（平成19）年には乳幼児加算の創設（3歳未満
の児童手当額を一律1万円に拡充した。平成27年度における
児童手当は、0～3歳未満一律15,000円、３歳～小学校修了ま
で第１子、第２子10,000円、第３子以降15,000円、中学生一
律10,000円、所得制限以上一律5,000円となっている。この
ように、児童手当は時代とともに少しずつではあるが拡充は
されているものの、子育て支援法において児童てあては、子
どものための現金給付として位置づけられてはいるが、児童
扶養手当や特別児童扶養手当などのあり方と合わせて、子育
ての経済的支援全体についての体系的、かつ総合的な構想
を踏まえた制度の再構築が図られるべきである。
　児童のいる世帯は全世帯に比べ１人当たりの収入が少な
く、生活が苦しいと感じている世帯が多い（表5.）。高齢化
率が進行し賦課方式の社会保障制度においてはより子ども
への教育投資が必要であると考えられる。
総数 単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他世帯
1970 年 100 18.5 57.0 19.2 5.3
1980 年 100 18.1 60.3 16.2 5.4
1990 年 100 21.0 60.0 13.5 5.6
2000 年 100 24.1 59.1 10.6 6.1
2010 年 100 25.5 59.8 7.9 6.8
2013 年 100 26.5 60.2 6.6 6.7
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」より作成
表 2．世帯構造別推計世帯構成割合の推移
全世帯に占め
る児童のいる
世帯の割合
単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他の世帯 平均児童数
1975 53.0 1.1 67.4 27.5 4.0 1.81
1985 46.7 0.5 70.4 26.6 2.5 1.83
1995 33.3 0.9 69.3 26.9 2.9 1.78
2005 26.3 0.1 73.4 23.8 2.7 1.72
2010 25.3 0.5 76.9 18.8 3.7 1.70
2012 24.9 0.1 78.6 18.0 3.3 1.72
2013 24.1 0.6 79.6 16.3 4.2 1.70
資料：厚生労働省大臣官房東経情報部「国民生活基礎調査」より作成
表 3．世帯構造別にみた児童のいる世帯数及び平均児童数の推移
児童のいる
世帯
全世帯に占
める割合
単独世帯
夫婦と未婚
の子世帯
ひとり親と
未婚の子
三世代世帯
その他の
世帯
平均児童数
（人）
1975 年 17,427 53.0% 1.1% 64.3% 3.1% 27.5% 4.0% 1.81
1985 年 17,385 46.7 0.5 66.7 3.7 26.6 2.5 1.83
1995 年 13,586 33.3 0.9 65.1 4.3 26.9 2.9 1.78
2000 年 13,060 28.7 0.5 67.0 5.3 24.5 2.8 1.75
2005 年 12,366 26.3 0.1 67.1 6.3 23.8 2.7 1.72
2010 年 12,324 25.3 0.5 70.3 6.6 18.8 3.7 1.70
2011 年 11,801 25.3 0.2 71.7 7.4 17.2 3.5 1.73
2012 年 12,003 24.9 0.1 71.9 6.6 18.0 3.3 1.72
2013 年 12,085 24.1 0.6 72.0 7.5 716.3 4.2 1.70
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」より
表 4. 世帯構造別にみた児童のいる世帯数及び平均児童数の推移
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〔全世帯〕
大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとり 大変ゆとり
平成 15 年 22.4 　31.5 　41.8 　3.9 　0.4
平成 25 年 　27.7 　32.2 　35.6 　3.9 　0.5
〔児童のいる世帯〕
大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとり 大変ゆとり
平成 15 年 　26.4 　36.4 　33.9 　3.1 　0.2
平成 25 年 　31.7 　34.3 　30.7 　3.1 　0.3
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「平成 15 年・25 年国民生活基礎調査の概況」2004・2014 より
表 5．児童のいる世帯の生活意識
とても
満足している
満足している
満足して
いない
全く満足して
いない
該当しない
男性 20 歳代 2.9 20.6 45.6 11.8 19.1
男性 30 歳代 5.2 41.6 36.4 14.3 2.6
男性 40 歳代 4.4 31.1 40.0 20.0 4.4
女性 20 歳代 4.5 36.4 25.8 9.1 24.2
女性 30 歳代 8.9 16.5 29.1 15.2 30.4
女性 40 歳代 1.3 47.4 26.9 3.8 20.5
女性 50 歳代 4.0 40.0 22.7 1.3 32.0
資料：内閣府男女共同参画局「東日本大震災後の『仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）』に関
する調査報告書」2013 より作成
末子 3 歳
未満
末子 3 歳～
未就学児
末子小学校
1 ～ 3 年
末子小学校
4 ～ 6 年 末子中学校 末子高校
末子短大・
専門学校・
高専
末子大学・
大学院
末子学校
教育卒業
できている 8.0 9.2 8.1 6.5 11.9 11.3 17.2 18.1 19.1
ややできて
いる 33.3 32.5 22.6 26.4 24.1 23.1 20.7 21.6 15.1
どちらとも
いえない 32.2 32.7 38.5 38.8 33.2 36.2 31.0 41.5 43.1
ややできて
いない 15.9 15.4 17.0 15.9 13.4 13.1 24.1 8.2 7.4
できて
いない 10.6 10.1 13.7 12.3 17.4 16.3 6.9 10.5 15.1
末子 3 歳
未満
末子 3 歳～
未就学児
末子小学校
1 ～ 3 年
末子小学校
4 ～ 6 年 末子中学校 末子高校
末子短大・
専門学校・
高専
末子大学・
大学院
末子学校
教育卒業
できている 8.3 10.6 13.8 13.8 20.0 21.0 17.8 27.7 22.1
ややできて
いる 15.3 21.4 26.3 28.6 34.2 26.6 13.3 22.6 14.0
どちらとも
いえない 39.5 37.5 32.0 33.1 30.6 33.1 42.2 35.4 48.1
ややできて
いない 7.7 7.1 11.2 8.2 5.7 6.9 8.9 1.5 4.1
できて
いない 29.2 23.4 16.2 16.4 9.1 12.5 17.8 12.8 11.2
資料：内閣府政策統括官（共生社会政策担当）「子ども・子育てビジョンに係る点検・評価のための指標調査」2013 年
表 6．「仕事」と「私生活」のバランスに対する満足度（平成 24年）
表 7-1．ライフステージ別、仕事と子育ての両立状況・男性　（平成 24年）
表 7-2．同・女性　（平成 24年）
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2．少子化と子育てを取り巻く環境
　「仕事」と「私生活」のバランスは、少子化対策や医療費
の削減など様々な分野に影響を及ぼす重要な概念である。
年齢別の「仕事」と「私生活」のバランスをみると、女性
の30代は、女性のどの年代よりも、同世代の男性よりも満
足度が高くない状態である。子育てや仕事、配偶者の協力
など様々な課題が考えらえる（表6.）
　子どもの年齢別では、男性では未就学児では仕事と子育
ての両方ができているという回答が高い一方、小学校入学
以降は一気に低下し、その後子どもの年齢が上がるごとに
両立ができている状況である。一方、女性では子どもの年
齢とともに両立ができているという回答が高い傾向にある。
出産と子育てを取り巻く環境がまだまだ不十分であること
を示している（表7-1, 7-2）
　また、子育てや家事の負担は女性の活躍の妨げの理由第
１位ともなっている（表8.）。
　結婚前の交際については、所得の高いほど男女ともに交
際率が高く（表9.）男性は正規雇用者で安定している程、
未婚率が低い一方、女性は非正規雇用者等の方が正規雇用
者よりも結婚している状況にある。学歴で見ると男性は高
学歴ほど生涯未婚率が低くなってくるが、女性では、高卒
以降は、学歴が上がると未婚率が増加している（表10.）。
　第１子出産時の理想的な年齢は、子どもの人数が多いほ
ど、男女共25−29歳を理想とする割合が増えている（表
11）。
　子どもは、2～3人欲しいと思う世帯が収入に関わらず多
く（表12.）、現実の子どもの世帯人数と比較すると、仕事
と子育ての両立と教育にお金をかけれないこと（表13.）が、
男性 女性
子育ての負担 33.6 40.8
家事の負担 24.5 33.8
男は仕事・女は家庭という価値観 16.7 29.3
女性の体力的なハンディキャップ 19.8 20.5
男性に対する家事・
子育てのサポートがない 12.2 23.2
管理者層の理解不足 12.1 23.2
経営陣の理解不足 13.1 21.4
男性社員の心理的な抵抗感 11.2 22.1
女性の昇進意欲の低さ 13.1 14.9
前例がない 　　　7.9 15.5
女性社員の嫉妬心 　　　8.5 13.3
介護の負担 　　　4.5 15.5
女性の仕事能力の低さ 　　　8.6 　　　7.4
その他 　　　5.0 　　　4.3
女性の活躍を
妨げているものはない 20.1 11.9
資料：一般財団法人日本能率協会「第 3 回『ビジネスパーソン
　　　1000 人調査』働き方に関する意識」2014 年
表8.女性の活躍の妨げになっていると思うこと（平成26年）
交際異性ありの者の割合・男性
100 万円未満 17.2
100 ～ 200 万円未満 22.0
200 ～ 300 万円未満 28.1
300 ～ 400 万円未満 34.4
400 万円以上 37.8
交際異性ありの者の割合・女子
100 万円未満 28.1
100 ～ 200 万円未満 37.9
200 ～ 300 万円未満 42.7
300 ～ 400 万円未満 44.4
400 万円以上 46.5
資料：厚生労働大臣官房統計情報部
「第 1 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）及び
第 11 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 14 年成年者）の概況
2014 より作成
表 9．所得階級別、20 代独身者の交際、異性ありの者の
割合（平成 24年）
〔男性〕
小学校・中学校 高校・旧制中学 短大・高専 大学・大学院
平成　2 年 　　9％ 　　4％ 　　3.5％ 　　2.5％
平成 12 年 21％ 14％ 11％ 　　7.5％
平成 22 年 36％ 20％ 　18％ 　14.5％
〔女性〕
小学校・中学校 高校・旧制中学 短大・高専 大学・大学院
平成　2 年 　4.0％ 　4.0％ 　7.0％ 8.5％
平成 12 年 　6.5％ 　4.5％ 　7.5％ 9.0％
平成 22 年 17.5％ 9.0％ 9.5％ 13.0％
注：総務省「国勢調査」より作成。障害未婚率は、50 歳時の未婚率で、45 ～ 49 歳と
　　50 ～ 54 歳の未婚率の平均から算出。学歴不詳を除く。
資料：内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書平成 26 年版」2014
表 10．学歴（最終卒業学校）、生涯未婚率の推移
子どもの数を増やす重要な柱になるであろう。
　出産前後の母親の就業状況の変化は、10年前に比べ改善
傾向が見られるが（表14.）、勤め先の育児制度が充実して
いるとはまだ考えられず、男性も育児など依然として取得
しにくい状況である。一方、男性の帰宅時間が早いほど妻
の家事時間が減少傾向であり（表16）僅かながらも夫の家
事・育児分担割合は年々上昇している（表17、表18）。
　仕事の環境においては、「男女雇用機会均等法」に関す
る相談内容の内訳は、男女ともセクシュアルハラスメント
の相談の割合が最も高く（表19.）、学歴別の男女間の賃金
格差は年々減少しているものの未だに大きく（表20.）、こ
れらについての政策が推進されることが望まれる。
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〔男性〕
19 歳以下 20 ～ 24 歳 25 ～ 29 歳 30 ～ 34 歳 35 ～ 39 歳 40 歳以上 特にない
全体 　0.1% 　1.9％ 　15.4％ 　32.0％ 　13.0％ 　7.9％ 　29.8％
子どもなし 　0.1％ 　1.6％ 　9.1％ 　20.1％ 　14.0％ 　11.6％ 　43.7％
1 人 　0.2％ 　1.8％ 　16.9％ 　43.0％ 　18.1％ 　4.9％ 　15.1％
2 人 　0.1％ 　1.8％ 　23.9％ 　50.3％ 　10.5％ 　2.4％ 　11.0％
3 人 　0.0％ 　3.7％ 　32.6％ 　46.3％ 　6.0％ 2.3％ 　9.1％
4 人以上 　0.0％ 　10.6％ 　31.9％ 　36.2％ 　0.0％ 　2.1％ 　9.1％
〔女性〕
19 歳以下 20 ～ 24 歳 25 ～ 29 歳 30 ～ 34 歳 35 ～ 39 歳 40 歳以上 特にない
全体 　0.2％ 　6.2％ 　33.5％ 　28.3％ 　7.9％ 　3.0％ 　20.8％
子どもなし 　0.1％ 　3.2％ 　20.1％ 　23.9％ 　12.9％ 　5.4％ 　34.4％
1 人 　0.2％ 　6.9％ 　36.4％ 　39.4％ 　5.1％ 　1.2％ 　10.8％
2 人 　0.5％ 　8.0％ 　48.8％ 　30.7％ 　3.3％ 　1.0％ 　7.6％
3 人 　0.3％ 　14.5％ 　52.8％ 　20.9％ 　1.1％ 　0.3％ 　10.1％
4 人以上 　0.0％ 　23.5％ 　43.1％ 　21.6％ 　2.0％ 　0.0％ 9.8％
資料：内閣府政府統括官（共生社会政策担当）「平成 25 年度『少子化社会対策大綱の見直しに向けた意識調査』」2014 より
表 11．第 1子出産時の理想的な年齢（平成 25、26 年度）
子どもは
欲しくない
子どもが
1 人
子どもが
2 人
子どもが
3 人
子どもが
4 人
子どもが
5 人以上
分からない
全体 9.6 3.8 40.0 31.5 2.8 1.6 10.8
300 万円未満 11.2 4.2 39.8 29.6 2.7 1.3 11.3
300 ～ 500 万円未満 7.7 3.3 42.2 34.5 3.3 1.5 7.4
500 ～ 700 万円未満 6.3 3.2 39.9 37.0 2.9 2.2 8.5
700 ～ 1000 万円未満 5.9 3.8 43.0 36.1 2.8 2.5 5.9
1000 万円以上 6.2 3.1 41.4 38.8 4.0 3.1 3.5
資料：内閣府政策統括官（共生社会政策担当）「子ども・子育てビジョンに係る点検・評価のための指標調査」2013 年より作成
表 12．世帯年収別、理想的な子どもの数（平成 24年）
全体 男性 女性
働きながら子育てができる職場環境であること 56.4 49.2 62.0
教育にお金があまりかからないこと 51.9 54.6 49.8
健康上の問題がないこと 47.4 44.8 49.4
地域の保育サービスが整うこと 46.2 43.2 48.5
雇用が安定すること 41.9 46.4 38.4
配偶者の家事・育児への協力が得られること 39.3 26.8 48.9
出産・育児について相談できる人が地域にいること 23.8 13.7 31.6
資料：内閣府政府統括官（共生社会政策担当）「家族と地域における子育てに関する意識調査報告書」2014 年
表 13．子どもを持つ場合の条件（平成 25年）
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〈平成 22 年出生児の母親の就業状況の変化〉
出産 1 年前 無職　20.5、有職　79.0、不詳　0.5
出産半年後 無職－無職　19.7、有職－無職　42.9、無職－有職　0.6、　有職－有職　36.0　不詳　0.8
子どもが 1 歳 6 ヶ月 無職－無職－無職　17.9、有職－無職－無職　34.8、無職－有職－無職　0.2、有職－有職－無職　4.3、
無職－無職－有職　1.6、有職－無職－有職 7.4、無職－有職－有職　0.4、有職－有職－有職 31.5、
不詳　1.9
〈平成 13 年出生児の母親の就業状況の変化〉
出産 1 年前 無職　25.4、有職　73.8、不詳　0.8
出産半年後 無職－無職　24.5、有職－無職　49.8、無職－有職　0.8、有職－有職　23.7、不詳　1.2
子どもが 1 歳 6 ヶ月 無職－無職－無職　22.6、　有職－無職－無職　42.9、無職－有職－無職　0.3、
有職－有職－無職　3.7、無職－無職－有職　1.8、有職－無職－有職　6.8、無職－有職－有職　0.5、
有職－有職－有職　19.9、不詳　1.6
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「第 2 回 21 世紀出生児縦断調査〈平成 22 年出生児〉の概況」2014 年より作成
表 14．出産前後の母親の就業状況の変化（平成 23年）
常勤の母親の両立支援制度の利用状況〔％〕
育児休業
制度
短時間通勤
制度
在宅勤務
制度
深夜業の
免除
時間外労働
の制限
フレックス
タイム
始業・就業
時間の
繰り上げ・
繰り下げ
事業所内
保育施設
再雇用制度
利用した 79.5 31.0 1.4 17.7 16.1 6.2 22.1 7.7 3.6
制度はあるが
利用しなかった 11.2 38.8 11.7 28.8 33.2 19.8 28.9 11.0 20.6
制度がない 6.9 23.8 79.2 45.3 42.9 66.0 41.7 73.9 67.0
不詳 2.4 6.4 7.8 8.2 7.8 8.1 7.3 7.4 8.8
常勤の父親の両立支援制度の利用状況
育児休業
制度
短時間通勤
制度
在宅勤務
制度
深夜業の
免除
時間外労働
の制限
フレックス
タイム
始業・就業
時間の
繰り上げ・
繰り下げ
事業所内
保育施設
再雇用制度
利用した 1.2 0.9 0.4 0.7 1.2 6.2 4.0 0.4 0.2
職場に制度はある
が利用しなかった 47.2 31.2 13.5 19.5 23.2 17.0 21.9 10.4 21.3
職場に制度がない 40.1 55.5 73.5 66.8 62.8 64.0 61.4 76.4 65.2
不詳 11.5 12.5 12.6 12.9 12.8 12.7 12.8 12.8 13.4
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「第 2 回 21 世紀出生児縦断調査（平成 22 年出生児）の概況」2014 年より作成
表 15．就業状況が「常勤」の親の両立支援制度の利用状況（平成 23年）
夫の帰宅時間 8 時間以上 6 ～ 8 時間 4 ～ 6 時間 2 ～ 4 時間 2 時間未満 平均
17 ～ 19 時 10.3％ 11.9％ 32.9％ 35.8％ 9.0％ 266 時間
20 ～ 21 時 13.3％ 14.3％ 29.2％ 35.0％ 8.2％ 286 時間
22 ～ 23 時 17.3％ 15.0％ 28.2％ 31.5％ 8.0％ 318 時間
資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 5 回全国家庭動向調査結果の概要」2014 年より作成。
表 16．夫の帰宅時間別、平日における妻の家事時間（平成 25年）
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妻 29 歳以下 妻 30 ～ 39 歳 妻 40 ～ 49 歳 妻 50 ～ 59 歳
ゴミ出し 55.8％ 46.2％ 36.6％ 38.1％
日常の買い物 48.4％ 38.3％ 34.3％ 35.7％
部屋の掃除 20.7％ 18.8％ 18.5％ 19.9％
風呂洗い 40.1％ 32.7％ 25.8％ 27.9%
洗濯 34.6% 27.9% 24.9% 24.2%
炊事 29.5% 22.7% 19.1% 20.3%
食後の片付け 47.0% 38.9% 31.0% 28.8%
資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 5 回全国家庭動向調査結果の概要」2014 年より作成
女性労働者 男性労働者 事業主 その他 合計
第 5 条関係（募集・採用） 0.5% 20.0% 7.1% 11.1% 5.2%
第 6 条関係（配置・昇進・降格・教育訓練等） 1.6% 9.1% 3.0% 3.5% 2.6%
第 7 条関係（関節差別） 0.1% 1.2% 3.4% 2.1% 1.5%
第 9 条関係（婚姻・妊娠・出産等） 20.3% 0.6% 15.4% 14.9% 17.1%
第 11 条関係（セクシュアルハラスメント） 55.5% 61.8% 23.4% 37.5% 43.1%
第 12 条・13 条関係（母性健康管理） 12.5% 0.1% 25.7% 13.7% 15.9%
第 14 条（ポジチブ・アクション） 0.1% 0.8% 6.3% 4.2% 2.7%
その他 9.5% 6.4% 15.8% 12.9% 11.8%
合　計 100% 100% 100% 100% 100%
資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局「平成 25 年度男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に関する相談、
　　　紛争解決の援助、是正指導の状況まとめ」2014 年より作成
妻 夫
1998（平成 10）年 88.7 11.3
2003（平成 15）年 86.5 13.5
2008（平成 20）年 85.5 14.5
2013（平成 25）年 85.1 14.9
表 18．妻の年齢別、週 1～ 2回以上家事を遂行した夫の割合（平成 25年）
表 19．男女雇用機会均等法に関する相談内容の内訳（平成 25年度）
表 17．妻と夫の間での家事分担割合の平均値の推移（平成 25年）
中卒女子 高卒女子 大卒女子 女性平均
1987（昭和 62） 58.7 63.4 66.9 60.5
1990（平成 2） 58.5 62.8 66.6 60.2
1995（平成 7） 59.0 64.0 68.0 62.5
2000（平成 12） 60.5 66.3 69.3 65.5
2005（平成 17） 62.4 65.9 68.2 65.9
2010〈平成 22〉 64.9 68.9 69.4 69.4
2013（平成 25） 67.0 70.8 71.3 71.5
（注）短時間労働者以外の一般労働者の男性の平均賃金（所定内給与）を 100 としたときの女性の平均賃金水準を表す。
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「賃金構造基本統計調査」より作成
表 20．学歴別の男女間賃金格差の推移
3．社会の成熟と家庭を取り巻く経済環境
　就業形態別年収分布をみると、雇用が安定しているほど
賃金が高い状態である（表21.）。
　一方、パート等の非正規職員の数は増加しており（表
22.）、雇用の安定は国が最も解決すべき政策の一つである。
子どもへの投資については、世帯年収が高いほど学校外教
育活動費用が増加している（表23.）
　奨学金貸与人員は年々増加し（表24.）、子どものいる家
庭での貧困の状況は、16.21%〈厚生労働省大臣官房統計情
報部「平成25年国民生活基礎調査の概況」2014〉であると
いう。近年、子どもの貧困率は増加傾向であるといえる。
これは子どもを持つ世帯の収入が減少していることが主な
要因であり、わが国は家族関係社会支出が少なく（表25.）
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子どものいる家庭での貧困の状況は、16.21%（厚生労働省
大臣官房統計情報部「平成25年国民生活基礎調査の概況」
2014）であるという。近年、子どもの貧困率は増加傾向で
あるといえる。
　これは子どもを持つ世帯の収入が減少していることが主
な要因であり、わが国は家族関係社会支出が少なく（表
25.）社会保障の改革が必要と思われるが、世代ごとに考え
が異なるため、冷静な議論、客観的な研究が必要である。（表
26.）
　少子高齢化が進むと、これまでの賦課方式である福祉の
給付水準を保つことは不可能である。対策として移民を受
け入れるという議論もあるが、隔絶したコロニーの形成、
低所得福祉受給額の増加、犯罪率の増加などで、これまで
100 万円
未満
100 ～
199 万円
200 ～
299 万円
300 ～
399 万円
400 ～
499 万円
500 ～
699 万円
700 ～
999 万
1000 ～
1499 万円
1500 万円
以上
正規の職員・
従業員 　2.8 10.0 19.3 20.7 15.6 18.0 10.3 　2.8 　0.5
パート・
アルバイト 51.9 38.0 　7.9 　1.5 　0.4 　0.2 　0.1 　0.0 　0.0
派遣社員 20.4 35.4 30.1 10.6 　2.7 　0.9 　0.0 　0.0 　0.0
契約社員・
嘱託 　9.0 32.0 32.0 15.3 　6.3 　3.4 　1.3 　0.5 　0.0
資料：総務省統計局「平成 25 年労働力調査年報」2014 年より作成
表 21．就業形態別年収分布〔万人〕
パート アルバイト 派遣・契約・嘱託 派遣社員
契約社員・
嘱託 その他 人数（万人）
2000 年 719 359 195 1273
2003 年 748 342 50 236 129 1504
2005 年 780 340 106 278 129 1633
2008 年 821 331 140 320 148 1760
2010 年 848 345 96 330 137 1755
2012 年 888 353 90 354 128 1813
2014 年 928 392 116 388 82 1906
資料：総務省統計局「労働力調査特別調査」「労働力調査」2014 年より作成
表 22．パート、派遣、契約社員等の推移
スポーツ活動 芸術活動 課程学習活動 教育学習活動 合計金額
400 万円未満 平成 21 年 2,400 1,100 2,200 3,000 8,700
平成 25 年 2,200 1,100 2,000 3,200 8,500
400 ～ 800 万円未満 平成 21 年 3,600 1,900 3,200 6,000 14,700
平成 25 年 3,400 1,800 2,800 6,100 14,100
800 万円以上 平成 21 年 4,900 3,600 4,600 13,600 26,700
平成 25 年 4,800 3,100 4,400 13,300 25,600
資料：ベネッセ教育総合研究所「第 2 回学校外教育活動に関する調査 2013」2014 より作成
表 23．世帯年収別、1ヶ月あたりの学校外教育活動費用の変化（平成 21、25 年）〔円〕
受け入れてきた各国は、移民受け入れ削減へと舵を切って
いる。他国のエビデンスから、自国民の子どもに重点投資
することが最も効果的ということが既に結論として出てい
る。わが国はそれが可能であろうか。わが国の社会保障は
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賦課方式であり、医療、年金、介護は現役そして未来の世
代に依存する。子どもに投資することは未来への投資であ
る。
1998 年 2000 年 2002 年 2004 年 2006 年 2008 年 2010 年 2012 年 2013 年
有利子奨学金 11 28 39 53 63 75 84 96 102
無利子奨学金 39 41 41 44 38 34 35 38 43
合計 50 69 80 97 101 109 118 134 144
資料：内閣府「平成 26 年版少子化社会対策白書」2014
表 24．奨学金貸与人員の推移〔万人〕
日本 アメリカ ドイツ イギリス フランス スウェーデン
対 GDP 比 1.35 0.70 2.09 3.81 3.20 3.75
資料：内閣府「平成 26 年版少子化社会対策白書」2014
表 25．家族関係社会支出の対GDP比の国際比較（平成 23年度）
年齢 ① ② ③ ④ ⑤
注：①社会保障の給付水準を大幅に引き下げて、負担を減らす
ことを優先すべき。
　　②社会保障の給付水準をある程度下げても、従来どおりの
負担とすべき。
　　③社会保障の給付水準を保つために、ある程度の負担の増
加はやむを得ない。
　　④社会保障の給付水準を引き上げるために、大幅な負担の
増加もやむを得ない。
　　⑤わからない。
全体 14.4 21.8 46.5 3.2 14.1
20 ～ 24 22.5 23.7 34.3 2.4 17.2
25 ～ 29 25.6 22.7 34.5 2.5 14.7
30 ～ 34 19.0 25.2 35.8 1.3 18.6
35 ～ 39 18.0 22.7 42.6 4.1 12.6
40 ～ 44 21.2 25.5 30.5 5.0 17.9
45 ～ 49 14.2 23.0 46.1 3.9 12.7
50 ～ 54 15.9 18.3 42.4 4.7 18.6
55 ～ 59 9.0 26.4 49.8 2.5 12.4
60 ～ 64 8.1 20.6 56.3 4.2 10.8
65 歳～ 7.9 18.7 59.2 2.2 12.0
資料：厚生労働省「少子高齢化社会等アンケート調査」2012
表 26．今後の社会保障の給付と負担のバランス（平成 24年）
年少人口 生産年齢人口 老年人口
1950（昭和 25） 35.4％ 59.7％ 　4.9％
1960（昭和 35） 30.0％ 64.2％ 　5.7％
1970（昭和 45） 23.9％ 69.0％ 　7.1％
1980（昭和 55） 23.5％ 67.4％ 　9.1％
1990（平成 2） 18.2％ 69.7％ 12.1％
1995（昭和 7） 16.0％ 69.5％ 14.6％
2005（昭和 12）　 14.6％ 68.1％ 17.4％
2010（昭和 17） 13.8％ 66.1％ 20.2％
2012（昭和 22）　 13.2％ 63.8％ 23.0％
2013（昭和 24） 13.0％ 62.9％ 24.1％
2013（昭和 25） 12.9％ 62.1％ 25.1％
資料：総務省統計局「各年国勢調査報告」「平成 25 年 10 月 1 日現在推計人口」より
表 27．わが国の年齢 3区分別人口の割合（平成 25年 10 月 1日）
4．日本の人口、子ども人口
　2013（平成25）年10月1日現在のわが国の、総人口は1億
2729万8千人で、前年の2012（平成24）年と比べ21万7千人
の減少であり、年齢3区分別人口は、15歳未満人口は1,639
万人（総人口の12.9％）、15～64歳人口は7，9021万1千人
（総人口の62.1％）、65歳以上人口は3189万8千人（総人口
の25.1％）で、その増減率は15歳未満0.17％減、15～64歳
3.5％減、65歳以上3.6％増となっており、人口の高齢化の
進行を示している。3年連続して総人口は減少傾向を示し、
老年人口は増加を続けている。
　日本の社会は高齢化が今後も続くものと予想される。
2013（平成25）年の高齢化率は25.1％にまで上昇し、高齢
社会白書では「わが国は世界のどの国も経験したことのな
い高齢社会を迎えている」と述べられている。この結果、
GDP における医療費割合の増加スピードも激しく、同時に
少子化も進行し、2030（平成42）年には GDP 比プラス3％増
加するとも推定され、医療財政の構造に大きな影響を与え
ることが予測されている。
　国立社会保障・人口問題研究は、2010（平成22）年国政調
査の結果に基づく「日本の将来推計人口（平成24年1月推
計）」を公表し、中位推計によれば減少期に入った総人口は
2050（平成62）年に１億人を割り9,707万6千人になり、2060
（平成72）年には8,674万人になると推計されている。
　老年人口の総人口に占める割合は2013（平成25）年では
25.1% に達し、わが国総人口の４人に１人の割合となった。
将来的には、2060（平成72）年には39.9% にもなるであろう
事が推計されている。
5．出生、死亡
　2015（平成27）年1月1日、厚生労働省は平成26年人口動
態統計の年間推計を発表した。出生率（人口1,000対）は、
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2008（平成20）年8.7、2009（平成21）年は0.2ポイント下回る
8.5、2010（平成22）年も8.5の横ばい状態で、2011（平成23）
年は8.3、2012（平成24）年、2013（平成25）年は8.2を示し、
2014（平成26）年は8.0となった。少子化の指標である「合計
特殊出生率」（女性の生涯出生数）は1989（平成元）年の「1.57
ショック」に始まり、1993（平成5）年1.46まで低下、1994
（平成6）年（1.50）と若干の上昇を示した。しかし、1995（平
成7）年以降は低下を続け、2005（平成17）年には1.26と最低
を記録、2006（平成18）、2007（平成19）、2008（平成20）年
は1.32、1.34、1.37と回復の兆しを見せたが、2009（平成
21）年は1.37と横ばい、2010（平成22）年、2011（平成23）年
1.39、2012（平成24）年1.41、2013（平成25）年1.43と上昇傾
向を示した。
　一方、母子保健の指標をみると、1998（平成10）年の乳児
死亡率（出生1,000人対）は3.6であったが、2004（平成16）、
2005（平成17）年は2.8、2006（平成18）、2007（平成19）、2008
（平成20）年は2.6、2009（平成21）年は2.4、2010（平成22）、
2011（平成23）年は2.3、2012（平成24）年2.2、2013（平成25）
年2.1とさらに低下し、同様に周産期死亡率（出生1,000対）
も1998（平成10）年の6.2から2009（平成21）、2010（平成22）
年には4.2、2011（平成23）年4.1、2012（平成24）年4.0、2013
（平成25）年は3.7と低下し、依然として高水準を示している。
6．婚姻と離婚
　婚姻と離婚については、婚姻発生件数は下降傾向、離婚
発生件数は下降から横ばい傾向、そして2011（平成23）年度
からはまた下降傾向を示した。昭和から平成にかけて国際
結婚の内容に変化が見られ、夫日本で妻外国の結婚が増加
していた。しかし、2006（平成18）年をピークに減少傾向に
転じている。少子化の関連で平均婚姻年齢の推移（初婚）
を見ると、2011（平成23）年では男性30.7歳、女性29.0歳、
出生数
出生率
（人口千対）
合計特殊
出生率
昭和 25 年 2,337,507人 28.1 3.65
昭和 35 年 1,606,041 17.2 2.00
昭和 45 年 1,934,239 18.8 2.13
昭和 55 年 1,576,889 13.6 1.75
平成　2 年 1,221,585 10.0 1.54
昭和 12 年 1,190,547 9.5 1.36
昭和 17 年 1,062,530 8.4 1.26
昭和 22 年 1,071,304 8.5 1.39
昭和 23 年 1,050,806 8.3 1.39
昭和 24 年 1,037,231 8.2 1.41
昭和 25 年 1,029,800 8.2 1.43
資料：厚生労働省「人口動態統計」、国立社会保障・
　　　人口問題研究所「人口統計資料集」
乳児
死亡率
調査年度
アメリカ合衆国 6.1 2010 年
イギリス 4.2 2011 年
ドイツ 3.4 2012 年
フランス 3.3 2012 年
スウェーデン 2.6 2012 年
日本 2.2 2012 年
資料：厚生労働省「人口動態統計」
　　　UN「Demographic Yearbook」
　　　アメリカ合衆国は、NCHS 「National Vital Statistics
　　　 Reports」
　　　フランンスは、フランス国立統計経済研究所資料
表 28．出生数・出生率・再生産率の推移 表 29．乳児死亡率（出生千対）の国際比較
2012（平成24）年では男性30.8歳、女性29.2歳、平成25年は
男性30.9歳、女性29.3歳と上昇し、依然右肩上がりの傾向
を示し晩婚化の進行が見られる。
　離婚率（人口1,000対）は、1983（昭和58）年の1.51をピー
クに減少傾向であったが、1991（平成3）年から上昇に転じ、
1999（平成11）年には2.00を記録し、2002（平成14）年は2.30
に上昇しピークを形成、以後低下傾向を示し、2008（平成
20）年は1.99、2009（平成21）年2.01、2010（平成22）年1.99、
2011（平成23）年、2012（平成24）年1.87、2013（平成25）年
1.84となっている。しかし、親権を行う子ども（20歳未満
の子）ありとする離婚は、ここ数年、離婚総数の約6割を占
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めており、親権や養育費、子どもの心の健康、あわせて父
子を含めたひとり親世帯への幅広い対応と取組みが重要と
なっている。
・おわりに
　本論文では、現代社会において、子どもを取り巻く環境
が大きな社会問題となっていることを指摘してきたが、わ
が国において本格的な対策・対応がなされたのは2015（平
成27）年度から始まった「子ども・子育て支援制度」から
である。ところで、この制度が開始されるまでには、2003
（平成15）年の「社会連帯による次世代育成支援に向けて」
1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年
日本 21.7 11.7 5.7 3.8 2.9
カナダ 22.0 10.9 7.7 6.2 6.1
アメリカ 27.8 14.2 9.3 7.1
デンマーク 18.0 9.0 8.3 6.8 6.4
フランス 20.7 13.0 8.3 6.6 11.8
ドイツ 26.7 11.6 6.0 6.2 5.5
ハンガリー 34.5 23.1 14.3 10.1 6.9
イタリア 31.7 17.4 10.4 6.8 4.5
オランダ 18.8 11.1 9.7 7.9 5.7
スペイン 21.1 14.6 7.6 5.2 3.5
スウェーデン 16.5 8.7 6.5 5.3 4.8
イギリス 23.8 13.4 8.2 8.2 7.6
オーストラリア 21.5 13.5 8.5 6.0 6.7
ニュージーランド 19.8 11.8 7.2 5.8 4.9
資料：厚生労働省「人口動態統計」
　　　WHO「World Health Statistics Annual」
　　　UN「Demographic Yearbook」
表 30．周産期死亡率〈出生千対〉の国際比較〔単位：％〕
初　　婚 再　　婚
夫 妻 夫 妻
総数 　100 　100 　100 　100
19 歳以下 　　1.1 　　2.2 　　0.0 　　0.1
20 ～ 24 　12.6 　18.1 　　1.4 　　3.3
25 ～ 29 　38.1 　42.3 　　7.7 　12.9
30 ～ 34 　26.4 　23.3 　17.6 　22.1
35 ～ 39 　13.8 　10.2 　23.0 　23.5
40 ～ 44 　　5.3 　　2.9 　18.0 　14.9
45 ～ 49 　　1.7 　　0.6 　10.9 　　8.9
50 歳以上 　　1.1 　　0.3 　21.3 　14.4
資料：厚生労働省「人口動態統計」より
表 31．夫婦の結婚年齢（5歳階級）別件数厚生割合〈%〉　平成 24 年
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と題する報告書を厚生労働省に設置された研究会が公表さ
れたことに始まる。この間約12年の歳月を経たことになる。
この制度の特徴は、①保育需要の掘り起こし（保育の必要
性の認定）、②保育需要に見合うサービス確保の仕組み（認
可制度改革、確認制度）、③必要な財源の確保（消費税財
源）、④幼保一元化できる仕組みの実現の4点であり、育児
への介護保険モデルの適用であり、幼保一体化を推進する
ものであった。
　この制度が確立された背景には2000（平成12）年の介護保
険法施行並びに社会福祉法の制定・施行、すなわち社会福
祉基礎構造改革にまで逆のぼることが出来る。その年には、
高齢者福祉制度においても介護保険制度が創設された時代
でもあった。また、障害者福祉制度においては支援費制度
が開始され、それが後の「障害者自立支援法」（平成17年）
に基づく障害者施設等給付制度へとつながったものである。
　子ども・子育て支援制度が創設されたことにより、高齢
者福祉、障がい者福祉、子ども家庭福祉・保育の福祉3分
野に、狭義の公的福祉制度と利用者の主権を重視する給付
夫 妻 年齢差
昭和 25（1950）年 　25.9 歳 　23.0 歳 　2.9 歳
昭和 35（1960） 　27.2 　24.4 　2.8
昭和 45（1970） 　26.9 　24.2 　2.7
昭和 55（1980） 　27.8 　25.2 　2.6
平成 02（1990） 　28.4 　25.9 　2.5
昭和 12（2000） 　28.8 　27.0 　1.8
昭和 22（2010） 　30.5 　28.8 　1.7
昭和 24（2012） 　30.8 　29.2 　1.6
資料：厚生労働省「人口動態統計」より
表 32．平均初婚年齢と夫婦の年齢差の推移
件数 構　　成　　割　　合
総数 　協議 調停 その他
昭和 25 年 83,689 　100.0％ 　95.5％ 　　3.9％ 　　0.5％
昭和 35 　69,410 　100.0 　91.2 　　7.8 　　1.0
昭和 45 　95,937 　100.0 　89.6 　　9.3 　　1.1
昭和 55 141,689 　100.0 　89.9 　　9.0 　　1.1
平成　2 157,608 　100.0 　90.5 　　8.4 　　1.0
昭和 12 264,249 　100.0 　91.5 　　7.7 　　0.8
昭和 17 261,917 　100.0 　89.0 　　8.7 　　2.2
昭和 22 251,378 　100.0 　87.6 　　9.9 　　2.5
昭和 24 235,406 　100.0 　87.1 　　10.0 　　2.8
資料：厚生労働省「人口動態統計」より
表 33．離婚件数と種類別厚生割合の推移
離婚率 離婚率
日本 1.84％ ドイツ 2.29％
アメリカ合衆国 3.60％ オランダ 2.05％
オーストリア 2.01％ ロシア 4.68％
デンマーク 2.81％ スウェーデン 2.46％
フランス 2.05％ イギリス 2.07％
資料：日本は、厚生労働省「人口動態統計月報年計（概数）」
　　　アメリカ合衆国は、「NCHS National Vital Statistics Reports」
　　　ヨーロッパは、UN（Demographic　Yearbook）
表 34．離婚率U（人口千対）の国際比較
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